
第２次 北海道食品ロス削減推進計画（案） 〔概要〕

食品ロスの削減の推進に関する法律（令和元年法律第１９号）の規定に基づき、食品ロスの削減の推進に関する基本的な方針（令和２年３月閣議決定、令和７年３月変更）、
北海道食品ロス削減推進条例（令和７年３月制定）の内容を踏まえ、様々な道民の方々の理解と行動により、食品ロスの削減に向けた効果的な施策を推進するために策定

➢ 我が国では、食料の多くを海外からの輸入に頼っている一方
で、食品ロスが多量に発生（年間464万t、４兆円の損失）

➢ 食品ロス削減に関する意識は高まっているものの、食品製造
や消費等の各段階で依然として食品ロスが発生

［国の取組］
・食品ロス削減法の制定（Ｒ１．10）
・食品ロス削減推進に関する基本方針（Ｒ２閣議決定、Ｒ７．３変更）
［道の取組］
・どさんこ愛食食べきり運動を関係団体等と連携して推進（Ｈ28～）
・北海道食育推進計画で食品ロス削減を重点事項として明示（Ｒ６．３）
・北海道食品ロス削減推進条例を制定（Ｒ７．３）

■ 令和４年度(2022年度)に比べ令和12年度(2030年度)
までに、食品ロス量を 10％削減

■ 食品ロス削減のために何らかの行動をしている道民
の割合を令和12年度に80％以上

〇 消 費 者
食品ロス削減の必要性の理解や関連
施策への協力など
○ 食品関連事業者等
生産･製造工程、製造方法などの見直、
需要予測の精度向上や未利用食品等
の有効活用など
○ その他事業者
食品ロス削減への理解促進や取組の
実践など

○ 消費者団体、ＮＰＯ法人等
関係者と連携しながら取組を実践、関
連情報の積極的な発信など

○ 行 政
率先した取組の実践、関係機関などの
取組支援、教育活動等を通じた食育の
推進、機運醸成に向けた関連情報の
積極的な発信や各種施策の実施など

➢ 食品ロス削減は、食育の理解促進、ＳＤＧｓの達成や食料安全保障
にもつながる重要な取組であり、継続した取組の推進が必要

➢ 家庭や事業者など各主体がそれぞれの立場で主体的に取組を行う
ことが必要

➢ 道民などが一体となった理解と行動が重要であり、多様な主体が連
携して、道民運動として推進することが必要

➢ 食品ロスの削減の必要性をいかに意識してもらうことが重要

策定の趣旨等

現 状

主 な 課 題

【基本方針１】食品ロスを発生させない取組の推進
・消費者個々の意識を醸成し、家庭での食品ロス削減の取組を実践
・食品関連事業者等が意識を見直し、関連する取組を積極的に推進

【基本方針２】未利用食品等を有効活用する取組の推進
・各段階において未利用食品等を有効に活用

【基本方針３】食品ロス削減推進体制の整備
・関係機関が連携した総合的な施策を推進
・食品ロス削減を推進する体制づくりの整備

基本方針と主な取組

数 値 目 標

“もったいない”の心を道民運動として広げよう
～ 一人ひとりの実践をみんなの力へ !! ～

め ざ す 姿

関係者の主な役割

推進の視点
・ 個人による取組 （家庭系）

・ 組織による取組 （事業系）

未然防止

有効活用

体制整備

本来食べられるのに

捨てられている食品

食品廃棄物等 2,104万トン

（不可食部分も含む）

食品ロス 464万トン

（売れ残り、規格外品、返品、

食べ残し、直接廃棄）

全国の食品廃棄物等と食品ロス発生（R5）

注） 農林水産省の推計値等を参考に北海道で推計、てん菜糖業製造業を除いた数値

北海道の食品ロス発生量 １７万トン

※具体的な行動のイメージがつかめるよう、各団体等の取組事例を掲載

資料1-3

朱書部分：追記、確認を行った箇所
（各委員、パブコメでの意見部分）

※子どもから大人まであらゆる世代で実践
組織による意識の見直し


